
○草津市産学連携スタートアップ事業補助金交付要綱 

平成１９年６月１日 

告示第１３２号 

改正 平成２１年４月１日告示第８７号 

（趣旨） 

第１条 市長は、市内の中小企業者の経営の安定と経済の活性化を図り、大学等を活か

した取組による新たな事業の展開を促進するため、中小企業者が県内の大学等（以下

「大学等」という。）と連携して行う研究開発を行うために要する経費について、予

算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、草津市補助金等交付

規則（昭和５９年草津市規則第１１号。以下「規則」という。）に規定するもののほ

か、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号

に定めるものをいう。 

(2) 大学等 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に定める高等学校、大学、ま

たは短期大学をいう。 

(3) 研究開発 事物、機能、現象等について新たな知識を得るために、または、既

存の知識の新たな活用を図るために行われる創造的な活動であって、製品、技術、

サービス等に関する課題の解消を図るために行われるものをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲げる要件をす

べて満たす個人または中小企業者とする。 

(1) 市内に引き続いて１年以上居住している者または、本社、もしくは本店を置い

ている法人 

(2) 市税の滞納および市の名種の融資の償還に滞りのないこと。 

(3) 次条に規定する事業において、国、県または市の他の制度による補助金、その

他これに類するものを受けていないこと。 



(4) 既にこの要綱に基づく補助金の交付を受けていないこと。 

(5) 市の経済の活性化、または地域の振興に資することが期待できるものとして市

長が認めるもの 

（補助対象事業および補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助対

象者が大学等と連携して行う研究開発のうち次に掲げるもので、当該年度内に完了す

る事業とする。 

(1) 試験、調査または分析 

(2) 共同研究 

２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業を実施するために大学等と締結した補助対象者が契約に基づき支出する経費のう

ち、市長が必要かつ適当と認めたものとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、５００,０００円を上限として、補助対象経費の２分の１以内

の額とする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てるものとする。 

（交付申請書の添付書類） 

第６条 規則第３条第１項に規定する補助金等交付申請書の添付書類は、次に掲げると

おりとする。 

(1) 計画概要書（別記様式第１号） 

(2) 収支予算書 

(3) 大学等から提出された見積書 

(4) 大学等から提出された提案書 

(5) 市税の納税証明書 

(6) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付の申請の取下げ） 

第７条 規則第６条の規定による通知を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、

規則第８条の規定により、補助金の交付の申請を取り下げようとするときは、当該通



知を受けた日から２０日以内に交付申請取下届出書（別記様式第２号）を市長に提出

しなければならない。 

（補助金交付の決定の取り消し） 

第８条 市長は、規則第９条に規定するもののほか、補助事業者が第３条各号のいずれ

かの要件を欠いた場合も、補助金の交付決定の全部もしくは一部を取り消すことがで

きる。 

（実績報告） 

第９条 規則第１３条に規定する補助事業等実績報告書の添付書類は、次に掲げるとお

りとする。 

(1) 大学等と締結した契約書の写し 

(2) 収支精算書 

(3) 大学等から提出された研究報告書の写し 

(4) 大学等から提出された請求書および領収書またはこれに代わる書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

２ 前項に規定する報告書およびその添付書類の提出期限は、補助対象事業の完了後３

月を超えない日または当該補助金の交付決定のあった日が属する年度の翌年度の４

月１０日の、いずれか早い日までとする。 

（書類の整備） 

第１０条 補助事業者は、補助対象事業に係る収入、支出等を明らかにした帳簿を備え、

かつ、当該収入、支出等についての証拠書類を整備し保管しておかなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿および証拠書類は、補助対象事業の完了する日の属する年度か

ら５年間保管しなければならない。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成１９年６月１日から施行する。 

付 則（平成２１年４月１日告示第８７号） 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行し、改正後の草津市産学連携スタートアッ

プ事業補助金交付要綱の規定は、平成２１年度以降の年度分の補助金から適用する。 



 



 



 



別記様式第１号（第６条第１号関係） 

様式第２号（第７条関係） 

 


